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原 著

公共交通としての電動カート運行停止と高齢者の要支援・要介護リス
クとの関連：運行前後・運行停止後の 3時点比較による縦断研究
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目的　グリーンスローモビリティ（以下， 電動カート）は利用者の外出や社会的行動を促進し， 要

支援・要介護リスクの低減が期待されている。電動カートの運行が停止した場合， 利用者の

外出や社会的なつながりが減少し， 要支援・要介護リスクが高まると予想される。そこで，

本研究では電動カートの運行停止により利用者の要支援・要介護リスクが高くなるのかを検

証した。

方法　本研究は電動カート運行前， 運行中・停止直後， 運行停止 4 か月後の 3 時点の縦断研究で

ある。運行前， 運行中・停止直後調査では， 実証実験に伴う自記式郵送調査票を送付した。

その後， 実証事業の終了により電動カートが 4 か月間運行停止し， 河内長野市が実施した運

行停止調査データを二次利用した。対象は河内長野市に居住し， 3 回の調査に回答した65歳以

上の高齢者のうち， 運行中・停止直後調査で電動カートを月 1 回以上利用していた78人であ

る。目的変数は 3 年以内の要支援・要介護認定の発生を予測する要支援・要介護リスク評価

尺度点数（以下， リスク点数， 高得点ほど高リスク）である。説明変数は 3 時点の調査時期

（運行前， 運行中・停止直後， 運行停止）とした。調整変数は運行前の性， 教育歴， 婚姻状

況， 就労状況， 独居， 経済的困窮感である。線形混合効果モデルで非標準化係数 B， 95% 信

頼区間， P 値を算出した。追加分析では電動カートの利用頻度が高いほど運行停止の影響を受

ける可能性を考慮し， 利用頻度別（週 1 回以上， 月 1～3 回）で層別に分析した。

結果　運行前， 運行中・停止直後， 運行停止調査のリスク点数の平均点は， 電動カート利用頻度

が週 1 回以上の者（n ＝ 31， 39.7%）は運行中・停止直後で最も低く（20.0点）， 運行停止で最

も高い V 字型であった（21.8点）。運行中・停止直後を基準とした調査時期の B（95% 信頼区

間， P 値）は， 運行前で0.01（－0.78–0.81， P ＝ 0.975）， 運行停止で0.49（－0.31–1.28， P ＝

0.231）だった。週 1 回以上の者では運行前で0.71（－0.75–2.17， P ＝ 0.341）， 運行停止で1.77
（0.31–3.24， P ＝ 0.017）， 月 1～3 回の者では有意な関連はなかった。

結論　電動カートの運行停止により週 1 回以上の利用者の要介護リスクが高くなっていた。電動

カートの持続的な運行は高齢者の介護予防に重要な手段となり得る。
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Ⅰ 緒 言

超高齢社会において地域における移動は公衆衛生

上の喫緊の課題である。高齢になると歩行， 活動

量， 高次生活機能が低下することや1,2)， 外出頻度

の低さや閉じこもりが， 将来の要介護状態につなが

る3,4)。地域における移動は， 高齢者が安心して日

常生活を続けるために重要な要素である。
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交通の整備は多様な健康指標と関連し， 世界保健

機関が提唱する高齢者にやさしいまち（Age-Friendly 
cities）のコア指標の 1 つにも“交通”が掲げられ

ている5)。公共交通の整備により， 高齢者の日常的

な公共交通の利用が促進され， 身体活動量の増

加6)， 抑うつや孤独感の減少7)， 社会参加を促進す

ることが報告されている8)。このことからも高齢者

が利用しやすい公共交通の整備により， 身体的， 精

神的， 社会的な健康の促進が期待できる。

近年， 公共交通の衰退が進み， 高齢者の要介護リ

スクが高まる可能性がある。国土交通省の調査で

は， 2008年度から2022年度にかけて一般バス路線

は約 2 万 km， 鉄道は約589 km・17路線が廃止され

た9)。先行研究では， コミュニティバス路線廃止に

よる介護費用の増加額は， 自治体あたり 1 年間で約

100万～700万と試算されている10)。従って， 地域の

交通を維持できなければ， 地域住民の要介護リスク

が高まり， 社会保障費増額につながる可能性があ

る。

このような社会情勢の中， 国土交通省は， 地域の

移動支援策として時速20 km 未満で公道を運行可能

な低速移動サービス「グリーンスローモビリティ」

（以下， 電動カート）の導入を推進している11)。電

動カートは高齢者の移動支援に留まらず， 利用者の

生活と社会的なつながりを豊かにするまちづくりの

新たな公共交通として注目されている12)。電動カー

トは， 乗合タクシーやコミュニティバスがサービス

を提供しづらいニュータウンや中山間地域で住宅地

と最寄りの生活拠点をつなぐラストワンマイルの公

共交通として重要な役割をもつ11,13)。電動カート利

用者は非利用者と比較して， 外出， 社会的行動， ポ

ジティブ感情などの増加を示したことから， 将来の

要介護リスクを予防する可能性がある14,15)。これら

の研究は， 電動カート運行前後の調査で電動カート

非利用者と利用者で各指標を比較するデザインで

あった14,15)。しかし， このデザインでは活動性が高

く要介護リスクが低い者ほど， 電動カートを利用し

ている影響までは排除しきれない。それに対し， 電

動カート利用に介護予防効果がある場合， 運行停止

後に追跡調査を実施できれば， 利用していた高齢者

の要介護リスク悪化を検証できる可能性がある。

そこで， 本研究では運行前， 運行中・停止直後，

運行停止の 3 時点における利用者の要支援・要介護

リスクの変化を検証することを目的とした。本研究

により， 電動カートの運行停止が地域高齢者の要介

護リスク増加につながる可能性を示す根拠資料を提

示できる。

Ⅱ 研 究 方 法

1. 研究デザイン
電動カート運行前後および運行停止 4 か月後の 3

時点を比較する自然実験デザインの縦断研究であ

る。運行前， 運行中・停止直後調査では， 電動カー

ト実証事業である「電動カート導入による高齢者の

QOL 向上・介護予防・社会保障費抑制効果の評価

等に関する研究」の調査データを使用した。実証事

業では， 電動カート導入による高齢者の介護予防効

果， 社会保障費抑制効果の検証を目的に， 千葉大学

および日本福祉大学が研究計画の設計および効果評

価に関与した。運行停止調査は河内長野市が実施し

た「2023年電動カート運行再開のための高齢者ニー

ズアンケート」のデータを二次利用した。運行停止

調査は河内長野市が電動カート利用者のニーズを把

握する目的で実施したものである。 3 回の調査のう

ち初回の運行前調査は2022年 7 月～8 月， 2 回目の

運行中・停止直後調査は2023年 7 月20日～8 月21
日， 3 回目の運行停止調査は2023年11月～12月に実

施した。河内長野市での実証事業が2023年 7 月22
日に終了したため， 電動カートの運行停止により，

当該地域に住む者はすべて利用停止となった。

2. 調査エリアと分析対象者
大阪府河内長野市の大師町， 日東町（2019年度時

点で人口7,977人， 高齢化率45.2%）で調査した16)。

同地区は， 地理的条件として丘陵部に住宅街がある

ため， 最寄り駅やスーパーマーケットへ移動する

際， 急な坂道や階段を利用する必要があり， 高齢者

にとって移動しづらい環境が存在する。そのため，

河内長野市は地域づくりの目標として「安全・安心

で快適なまちづくり」を掲げ， 主な取り組みに「移

動支援」を挙げている16)。図 1 は分析対象者を選択

するフローチャートである。運行前調査では， 日常

生活動作が自立し要支援・要介護認定を受けていな

い高齢者を対象に調査票を送付した。運行停止調査

では運行中・停止直後調査時点で電動カートを月 1
回以上利用している143人に限定して調査し， 129人
（回収率90.2%）から回答を得た。月 1 回以上の利

用者の定義は「2022年 7 月～現在までに電動カート

をどのくらいの頻度で利用しましたか」と運行中・

停止直後調査で尋ねて，「週 4 回， 週 2～3 回， 週 1
回， 月 1～3 回， 年に数回， 利用していない」から

「年に数回， 利用していない」と回答した者を除く

高齢者とした。分析対象者は78人である。

3. 電動カートと運用状況
実証事業調査で導入された電動カートはヤマハ発

動機株式会社製の AR-07である。なお， グリーンス



598 2025年 9 月15日第72巻　日本公衛誌　第 9 号

ローモビリティには， カート型やバス型などがある

が， 本研究ではカート型を用いた。定員 7 人， ドラ

イバーは地域のタクシー会社に委託した。運行ルー

トは， 大師町に隣接するショッピングセンターを発

着所として定時定ルートで住宅街を周回した。 1 周

には30分ほどを要し， 運行日時は週 4 日の9:30～
12:00， 13:00～16:00で， 1 日約20便だった。ルート

上であれば高齢者は挙手や声掛けでどこでも乗降で

き， 料金は無料だった。 1 日の平均利用者数は約70
人， 1 便あたり約3.5人が乗車していた17)。

4. 目的変数
目的変数は電動カート運行前， 運行中・停止直

後， 運行停止の 3 時点の要支援・要介護リスク評価

尺度点数（以下， リスク点数）とした18)。リスク点

数は， 表 1 の介護予防・日常生活圏域ニーズ調査の

必須項目10問および性・年齢を合わせた計12項目

から構成される。各調査時期のリスク点数を構成す

る際は， すべて運行前の年齢を使用することで， 追

跡調査による加齢の影響を除くこととした。高得点

ほど 3 年以内の要支援要介護認定の発生が高くな

り， カットオフポイントは16/17点で感度と特異度

はともに73.3% と報告されている19)。

5. 説明変数
説明変数は 3 時点の調査時期である運行前， 運行

中・停止直後， 運行停止とし， 運行中・停止直後を

参照群とした。

6. 調整変数
電動カート利用と主観的な変化との関連を検証し

た先行研究を参考に， 運行前調査の性， 教育歴（9
年未満， 10年以上）， 婚姻状態（未婚， 婚姻あり），

独居（独居， 独居以外）， 就労状況（あり， なし），

経済的困窮感（ゆとりなし， ふつう以上）を用い

た14)。年齢は， リスク点数の構成に含まれており，

高い相関があるため除外した。

7. 分析方法
運行前調査で回答を得た対象者の基本属性を電動

カートの利用頻度別に記述した。次に， 3 時点の調

査時期別でリスク点数の平均点とその構成項目の割

合を記述した。最後に， 電動カート運行前と運行

中・停止直後および運行中・停止直後と運行停止で

要介護リスクが高くなるかを示すために線形混合効

果モデルで非標準化係数 B， 95% 信頼区間， P 値を

算出した。 2 つの追加分析では， 電動カートの利用

頻度が高いほど運行停止の影響を受ける可能性を考

慮し， 利用頻度別（週 1 回以上， 月 1～3 回）で層

図 1 分析対象者選定のフローチャート
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表 1 調査時期別の要支援・要介護リスク点数の平均点と構成項目

調査時期

運行前 運行中・停止直後 運行停止

要支援・要介護リスク点数， 平均（SD）
全体 18.6 (8.1) 18.6 (7.8) 19.1 (8.8)
週 1 回以上 20.7 (7.6) 20.0 (7.9) 21.8 (9.2)
月 1～3 回 17.3 (8.2) 17.7 (7.7) 17.3 (8.1)

バスや電車を使って一人で外出をしていない， n（%）

全体 3 (3.8%) 5 (6.4%) 6 (7.7%)

週 1 回以上 1 (3.2%) 1 (3.2%) 4 (12.9%)

月 1～3 回 2 (4.3%) 4 (8.5%) 2 (4.3%)

自分で食品・日用品の買い物をしていない， n（%）

全体 7 (9.0%) 6 (7.7%) 8 (10.3%)

週 1 回以上 3 (9.7%) 2 (6.5%) 5 (16.1%)

月 1～3 回 4 (8.5%) 4 (8.5%) 3 (6.4%)

自分で預貯金の出し入れをしていない， n（%）

全体 4 (5.1%) 4 (5.1%) 7 (9.0%)

週 1 回以上 3 (9.7%) 3 (9.7%) 5 (16.1%)

月 1～3 回 1 (2.1%) 1 (2.1%) 2 (4.3%)

階段を手すりや壁をつたわらずに昇っていない， n（%）

全体 29 (37.2%) 44 (56.4%) 42 (53.8%)

週 1 回以上 16 (51.6%) 19 (61.3%) 18 (58.1%)

月 1～3 回 13 (27.7%) 25 (53.2%) 24 (51.1%)

椅子に座った状態から何も捕まらずに立ち上がっていない， n（%）

全体 15 (19.2%) 19 (24.4%) 21 (26.9%)

週 1 回以上 7 (22.6%) 10 (32.3%) 13 (41.9%)

月 1～3 回 8 (17.0%) 9 (19.1%) 8 (17.0%)

15分以上続けて歩いていない， n（%）

全体 8 (10.3%) 10 (12.8%) 8 (10.3%)

週 1 回以上 5 (16.1%) 5 (16.1%) 6 (19.4%)

月 1～3 回 3 (6.4%) 5 (10.6%) 2 (4.3%)

この 4 か月間で転倒歴あり， n（%）

全体 15 (19.2%) 12 (15.4%) 7 (9.0%)

週 1 回以上 5 (16.1%) 6 (19.4%) 4 (12.9%)

月 1～3 回 10 (21.3%) 6 (12.8%) 3 (6.4%)

転倒への不安あり， n（%）

全体 43 (55.1%) 46 (59.0%) 41 (52.6%)

週 1 回以上 21 (67.7%) 21 (67.7%) 18 (58.1%)

月 1～3 回 22 (46.8%) 25 (53.2%) 23 (48.9%)

BMI 18.5未満， n（%）

全体 7 (9.0%) 11 (14.1%) 8 (10.3%)

週 1 回以上 2 (6.5%) 3 (9.7%) 1 (3.2%)

月 1～3 回 5 (10.6%) 8 (17.0%) 7 (14.9%)

約 4 か月前と比べて外出の回数は減っている， n（%）

全体 29 (37.2%) 6 (7.7%) 25 (32.1%)

週 1 回以上 14 (45.2%) 1 (3.2%) 17 (54.8%)

月 1～3 回 15 (31.9%) 5 (10.6%) 8 (17.0%)

Abbreviations: SD, standard deviation
各調査時期のリスク点数の構成には運行前の年齢を使用することで追跡調査による加齢の影響を除いた
要支援・要介護リスク点数の下位項目は該当者の人数と割合のみを記載した
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別分析を実施した。次に， 欠測値を補完したデータ

で同様の分析を実施した。分析対象のうち使用する

全変数で選択肢の「その他」と回答した教育歴の 1
人， 婚姻状況の 2 人および無回答者を欠測として補

完した20)。統計ソフトは STATA MP 18および欠測

値補完には R version 4.2.3で missRanger package を

使用した。missRanger はランダムフォレストを使っ

て欠測データを補完する手法で， 観測されたデータ

を用いて各変数の欠測値を推定する21,22)。

8. 倫理的配慮
本研究は千葉大学倫理審査委員会の承認を得て実

施した（初回承認日：2021年 8 月24日， 運行停止調

査データの二次利用のために修正した倫理審査承認

日：2024年 7 月 5 日， 承認番号：M10065）。運行前

および運行中・停止直後調査の対象者に対して， 研

究参加前に紙面で説明と研究の同意を得た。運行停

止調査は対象者に向けて， 研究目的・内容と個人情

報の取り扱い， 同意撤回方法を記載した説明文書を

千葉大学予防医学センターのホームページに掲示

し， オプトアウトの機会を設けた。

Ⅲ 研 究 結 果

電動カート利用頻度別で運行前調査より回答を得

た対象者の基本属性を示した（表 2）。利用頻度が

週 1 回以上の者は31人（39.7%）， 月 1～3 回の者は

47人（60.3%）だった。月 1～3 回の者と比べて，

週 1 回以上の者で平均年齢は高かった。

表 1 に運行前， 運行中・停止直後， 運行停止の 3
時点のリスク点数の平均点と構成項目を示した。全

体のリスク点数の平均点は運行中・停止直後で18.6
点であり， 運行停止で19.1点と最も高かった。利用

頻度別では， 週 1 回の者で運行中・停止直後が20.0
点と最も低く， 運行停止で21.8点と最も高かった。

月 1～3 回の者では， 運行前および運行停止で17.3
点と最も低く， 運行中・停止直後で17.7点と最も高

かった。リスク点数の構成項目では， 全体に着目し

た場合に「バスや電車を使って一人で外出をしてい

ない」，「自分で食品・日用品の買い物をしていな

い」，「自分で預貯金の出し入れをしていない」，「椅

子に座った状態から何もつかまらずに立ち上がって

いない」，「約 4 か月前と比べて外出の回数は減って

いる」と回答した者が運行中・停止直後と比較し

て， 運行停止で増えた。

表 3 に運行中・停止直後調査を参照群とした調査

時期とリスク点数との関連を示した。全体では運行

前で0.01（－0.78–0.81，P ＝ 0.975）， 運行停止で0.49

表 2 運行前の電動カート利用頻度別の基本属性

全体 電動カート利用頻度

週 1 回以上 月 1～3 回

n ＝ 78 (100.0%) n ＝ 31 (39.7%) n ＝ 47 (60.3%)

性

男性 25 (32.1%) 7 (22.6%) 18 (38.3%)

女性 53 (67.9%) 24 (77.4%) 29 (61.7%)

年齢， 平均（SD） 77.3 (5.6) 78.4 (5.0) 76.7 (5.9)
教育歴

9 年未満 3 (3.8%) 1 (3.2%) 2 (4.3%)

10年以上 75 (96.2%) 30 (96.8%) 45 (95.7%)

婚姻状態

未婚 20 (25.6%) 9 (29.0%) 11 (23.4%)

婚姻あり 58 (74.4%) 22 (71.0%) 36 (76.6%)

独居

独居 13 (16.7%) 7 (22.6%) 6 (12.8%)

独居以外 65 (83.3%) 24 (77.4%) 41 (87.2%)

就労状況

あり 7 (8.9%) 3 (9.7%) 4 (8.3%)

なし 72 (91.1%) 28 (90.3%) 44 (91.7%)

経済的困窮感

ゆとりなし 8 (10.3%) 3 (9.7%) 5 (10.6%)

ふつう以上 70 (89.7%) 28 (90.3%) 42 (89.4%)

Abbreviations: SD, standard deviation
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（－0.31–1.28， P ＝ 0.231）と有意な関連はなかっ

た。電動カートの利用頻度が週 1 回以上の者では，

運行前で0.71（－0.75–2.17， P ＝ 0.341）， 運行停止

で1.77（0.31–3.24， P ＝ 0.017）と V 字型で運行停

止後に有意にリスク点数は高かった。月 1～3 回の

者では， 運行前で－0.45（－1.31–0.42，P ＝ 0.311），
運行停止で－0.36（－1.23–0.50， P ＝ 0.412）と有意

な関連はなかった。

欠測値補完後の対象者108人では運行前で0.21 
（－0.47–0.90，P ＝ 0.544）， 運行停止で0.57（－0.11– 
1.26， P ＝ 0.102）だった。週 1 回以上の者50人では

運行前で0.56（－0.58–1.70， P ＝ 0.336）， 運行停止

で1.40（0.26–2.54， P ＝ 0.016）であり， 主分析と類

似した。月 1～3 回の者では有意な関連はなかっ

た。

Ⅳ 考 察

電動カート運行前， 運行中・停止直後， 運行停止

の 3 時点のリスク点数の変化の結果， 全体では有意

なリスク点数の変化はなかったが， 運行前と運行

中・停止直後の間よりも運行中・停止直後と運行停

止の間の方でリスク点数の平均点は高かった。電動

カートの利用頻度別の分析の結果， 月 1～3 回の利

用者では， 全体と同様にリスク点数の有意な変化は

なかったが， 週 1 回以上の利用者では， 運行中・停

止直後を基準に運行停止でリスク点数が有意に高く

なっていた。

電動カート運行中・停止直後を基準に運行停止で

リスク点数が高かった要因として， 身体活動および

他者との交流機会の低下が考えられる。電動カート

の運行停止は日常的に電動カートを利用していた高

齢者の買い物や外出機会の喪失による身体活動の低

下を引き起こし要介護リスクにつながる可能性があ

る。高齢者の外出目的では日用品の買い物， 通院な

どがある23)。表 1 より「外出の回数は減っている」

と回答した者は運行中・停止直後の7.7% に対して

運行停止では32.1% に増加した。これは 1 年間とい

う長期間に週 1 回以上も利用していた地域の公共交

通がなくなることは高齢者の外出頻度が減少したこ

とを示唆している。地域の公共交通の運賃値上げや

サービス減少により住民の身体活動低下するこ

と24)， 外出頻度減少と要介護リスクが高くなるとい

う報告がある10)。本研究においても， 電動カートが

高齢者と地域のショッピングセンターなど外出目的

地をつなぐラストワンマイルの移動支援の役割を果

たし， 運行停止によって買い物や外出機会を喪失す

ることで身体活動が低下し， 要介護リスクにつなが

る可能性が考えられる。次に， 電動カートの運行停

止が高齢者と他者との交流や地域組織活動への参加

を障害した可能性がある。公共交通は， 地理的に離

れた地域に住む人との社会的なつながりを形成

し25)， 社会参加の促進や社会的孤立の軽減に寄与す

ることが示唆されている7,26)。電動カートは低速で

運行し， 運行音も静かで車内外が仕切られていない

開放的なデザインのため車内外の人とコミュニケー

ションが取りやすいとられている13)。電動カートを

利用する高齢者では， 家族以外の人と話す機会や地

域活動に参加するという社会的行動が高いことと関

連する14)。他者との交流機会や社会参加はその後の

要介護リスクが低いことと関連するため27,28)， 電動

カートの運行停止によって社会的なつながりが維持

できなくなったことで要支援・要介護リスクが高く

なったと考えられる。

本研究の成果は地域の公共交通の廃止が高齢者の

要介護リスクにつながるという先行研究と類似し

た10)。先行研究と公共交通の種類は異なるものの，

実際の調査データから公共交通が停止した地域に居

住する高齢者と要支援・要介護リスクが高いことを

検証した。また， 高齢者の加齢変化には 4 つのパ

ターンがあると報告されている29)。潜在クラス群に

よるトラジェクトリー解析で地域在住高齢者の生活

機能を評価した Tokyo Metropolitan Institute of Ger-

表 3 運行中・停止直後を基準とした調査時期別のリスク点数（線形混合効果モデル）

全体（n ＝ 78） 1 年間の電動カート利用頻度

週 1 回以上（n ＝ 31） 月 1～3 回（n ＝ 47）

B 95%CI P B 95%CI P B 95%CI P

運行前 0.01 －0.78 0.81 0.975 0.71 －0.75 2.17 0.341 －0.45 －1.31 0.42 0.311
運行中・停止直後 Ref. Ref. Ref.
運行停止 0.49 －0.31 1.28 0.231 1.77 0.31 3.24 0.017 －0.36 －1.23 0.50 0.412

目的変数：要支援・要介護リスク評価尺度点数
説明変数：運行前， 運行停止， 参照群：運行中・停止直後
全体：目的変数＋説明変数＋性＋教育歴＋婚姻状況＋独居＋就労状況＋経済的困窮感
Abbreviations: CI, Confidence interval; Ref, Reference; B, 非標準化係数
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ontology - Index of Competence（TMIG-IC）が加齢

により 4 つのパターンを示し， 変化する時期は異な

るものの， 一貫して生活機能は低下した。本研究の

目的変数であるリスク点数には TMIG-IC で評価す

る項目の一部（バスや電車を使って一人で外出でき

るかなど）が含まれている。そのため， 加齢に伴い

電動カートの利用が週 1 回以上の高齢者でもリスク

点数は線形に上昇することが予測される。しかし，

調査時期別のリスク点数の平均点は週 1 回以上の者

で運行中・停止直後に最も低く， その後の運行停止

で最も高くなるという V 字型のパターンだった。

このことから， 時間経過による加齢の影響ではな

く， 電動カートの運行によって有意ではなかったも

ののリスク点数は低下し， 運行停止後にリスク点数

が高くなったことから， 時間経過による加齢の影響

ではなく， 運行中の週 1 回以上の利用で抑制されて

いた要介護リスクが運行停止により高くなった可能

性が考えられる。

本研究の強みは 2 点ある。 1 点目は， 電動カート

の運行前， 運行中・停止直後， 運行停止の 3 時点

データを構築できたことで週 1 回以上利用している

者において運行停止が運行中・停止直後と比べて地

域在住高齢者の要介護リスクが高いことを明らかに

した。また， 倫理上あるいは利用者の同意を得られ

ない運行停止という外性ショックを利用した自然実

験であり， 比較対照群はいないものの貴重なデータ

を用いた研究である。 2 点目は， 外出時に地域の公

共交通である電動カートを週 1 回以上の頻度で利用

する高齢者にとって電動カートの停止が要介護リス

クを高めるという公共交通と健康の公平性に課題が

あることを提起した。公共交通が健康など他部門へ

のクロスセクター効果を評価することで， 公共交通

を維持する根拠とすることを述べている10)。今後の

公共交通政策では， 経済的採算性だけでなく， 利用

者の介護予防や健康増進の効果を評価基準に含める

ことで， 公共交通の維持・発展が求められる。地域

の公共交通の停止が避けられない場合， 代替交通手

段の確保や Mobility as a Service による利便性向上

策を検討する必要がある30)。

本研究の限界は 3 点ある。まず， 分析対象者は 3
回の調査にすべて回答した高齢者であり， 研究期間

中に健康状態の悪化で調査に回答できない高齢者の

結果を反映できていないもしくは調査に関心のある

高齢者であることからもともとの健康指標が高く結

果を過小評価する選択バイアスの可能性がある。次

に， 調査エリアは河内長野市大師町， 日東町のみで

あり， 他地域でも同様の成果が得られるかは未検証

である。最後に， 電動カートの先行研究では利用者

と非利用者の 2 群間比較だったが14,15)， 本研究の研

究デザインは電動カートを利用した同一集団におけ

る 3 時点の縦断研究であり， 非利用者は分析対象で

はない。非利用者が分析対象にできなかった理由と

して， 運行停止調査は， 河内長野市がこれまでの電

動カート利用者のみを対象に， 運行再開にあたって

のニーズを調査する目的で行ったデータを二次利用

したためである。電動カートの運行停止と利用者の

要支援・要介護リスクが高いことの因果に迫るに

は， 同じ地区に住む電動カート利用者と非利用者を

追跡し 2 群間比較による検証が望ましい。一方， 本

研究は， 電動カートを利用した同一集団を 3 時点調

査した縦断研究である。同一集団の 2 時点の前後比

較研究は説明変数以外の第 3 の要素で目的変数が変

化した可能性を否定できない31)。ただし， 本研究は

3 時点の調査をしているため非利用者との比較はで

きていないが， 時間的変化から説明変数である電動

カートの関連を推測できる31)。電動カート運行停止

後で V 字型にリスク点数の平均点が上昇したこと

を確認しているが， 非利用者との比較ができていな

い点は最大の限界である。

Ⅴ 結 語

電動カートが運行停止することで， その後に高齢

者の要支援・要介護リスクが高くなっていた。これ

により， 電動カートの持続的な運行が高齢者の介護

予防に重要な手段となり得ることを示唆した。

本 研 究 は， JSPS 科 研 費（23H00060， 22K17409，
23K19765）， ヤマハ発動機株式会社からの支援を受け
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The association between public transportation electric-powered cart stoppage and  
the risk of incident functional disability in older people: A longitudinal study 

comparing three waves of data (pre-operation, post-operation, and post-stoppage)

Shuhei KOBAYASHI*,2*, Kazushige IDE*, Ryota WATANABE*,3*, Masaki FUKUSADA3*,  
Masamichi HANAZATO*, Masashige SAITO3*,4* and Katsunori KONDO*

Key words :  green-slow mobility, mobility support, age-friendly city, risk of functional disability, social connec-
tions, physical activity

Objective　Green-slow mobility (electric-powered carts), with travel speeds below 20 km/h on public roads, is 
expected to promote outings and social participation, potentially reducing the risk of functional disabili-
ties. When electric-powered cart operations stop in a community, outings and social connections may 
decrease, thereby increasing the risk of functional disability. This study investigated whether the risk of 
functional disability increased among users after electric-powered cart operation ended.

Methods　This longitudinal study employed a natural experimental design and analyzed three waves of data: 
before electric-powered carts were introduced, during operation/immediately after operation stopped, 
and sometime later (post-stoppage). For each wave, data were gathered through a self-administered sur-
vey. After operation stopped, secondary analyses were conducted. Electric-powered carts remained out of 
service for four months following the demonstration project’s conclusion. Participants included 78 adults 
over age 65 residing in Nitto, Taishi, and Kawachinagano. They completed all three surveys and reported 
using electric-powered carts at least once monthly during operation. The primary outcome variable was 
the risk assessment scale, which predicts the likelihood of requiring long-term care within three years 
(range: 0–48, with higher scores indicating a greater risk). The primary explanatory variables were sur-
vey waves (preoperative, during the operation/immediately after operations stopped, and post-stoppage). 
Covariates included baseline characteristics, such as sex, education, marital status, employment, eco-
nomic hardship, and living alone. A linear mixed-effects model was used to analyze the data, reporting 
coefficients (B), 95% confidence intervals (CI), and P values. Additional analyses stratified the partici-
pants by cart usage frequency (at least once weekly vs. 1–3 times monthly).

Result　 Among people who used carts at least once weekly (n =  31, 39.7%), the mean risk scores were the low-
est during operation/immediately after operation stopped (20.0) and the highest post-stoppage (21.8). 
The coefficient of the association between survey timing and risk scores was 0.01 (−0.78–0.81, P = 
0.975) during operation/immediately after operation stopped, and 0.49 (−0.31–1.28, P =  0.231) after 
post-stoppage. For people using carts at least once/week, the association was 0.71 (−0.75–2.17, P = 
0.341) pre- and 1.77 (0.31–3.24, P =  0.017) post-stoppage. No significant associations were found for 
those using carts 1–3 times monthly.

Conclusion　 Stopping electric-powered cart operations may increase the risk of long-term care, particularly for 
[at least] once weekly users. Sustained cart usage is vital for healthy aging among older adults.
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